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福島県環境創造センター学習活動支援事業Ｑ＆Ａ 

令和６年４月１日 

 

要綱全般について 

 

Ｑ１ バス代補助の目的は？ 

   

Ａ１ 東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故の経験を踏まえ、環境や放射線に対す

る子どもたちの理解を深め、自ら考え、主体的に判断する力を育成する機会を醸成する

ために、環境創造センター交流棟への来館にかかる交通費を助成します。 

 

Ｑ２ 要綱別表第１の「学習活動」について、学習活動として行う教科は理科・社会・総合

学習などの科目の別は問わないのか。 

 

Ａ２ 科目等の種別は問いませんが、学習活動が学習指導要領に定める教育課程に組み込

まれていることが必要です。 

 

補助額に関することについて 

 

Ｑ３ 補助金の対象経費に消費税は含まれるのか。  

 

Ａ３ 補助金の対象経費に消費税は含まれます。 

 

Ｑ４ 補助金の対象経費にはどのようなものが含まれるのか。  

 

Ａ４ 貸切バス運賃、有料道路利用料、などが補助対象となります。 

 

Ｑ５ 任意保険料は補助対象経費になるか。 

 

Ａ５ 対象になりません。 

 

Ｑ６ 予定した経路と実際に利用した経路が異なった場合、補助額は変わるのか。 

 

Ａ６ 実績報告の書類を審査した結果により補助額が確定しますので、対象経費に変更が 

あれば補助額も変わることがあります。なお、要綱別表第５の「軽微な変更」に該当し
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ない場合は変更承認申請が必要です。 

 

Ｑ７ 利用した補助額が限度額の範囲内であった場合、差額を利用して新たに他の学年の

補助申請を行うことは可能か。 

 

Ｑ７ 学校１校当たり１学年の利用が原則となっていますので、限度額と補助額の差額の

利用はできません。 

 

 

補助対象に関することについて 

 

Ｑ８ 環境創造センターへ来館する前(または来館した後)、他の施設の見学を予定している

場合、バス代補助の対象となるのか。 

 

Ａ８ 学習活動に関連して実施する施設見学等に要するもののための移動であれば、限度 

額の範囲内で補助対象となります。 

 

Ｑ９ 実施要領３ (３)「(１)及び(２)には学習活動に関連して実施する施設見学等に要する

ものも含む。」とは、他の施設利用時の入場料なども含まれるのか。 

 

Ａ９ 入場料などの費用は補助対象になりません。 

 

Ｑ１０ 市町村所有車(バス)やスクールバスは対象となるか。また、対象となる場合に係る

ガソリン代や有料道路通行料は補助対象になるか。 

 

Ａ１０ 市町村所有車(バス)やスクールバスを利用した場合は、有料道路通行料のみが補助

対象となります。 

 

Ｑ１１ 特別支援学級の生徒および引率者は公用車を使用する場合、当該車両分の交通費

も補助対象となるのか。 

 

Ａ１１ Ａ１０と同様に有料道路通行料が補助対象となります。 

 

Ｑ１２ 宿泊学習の一環として環境創造センターを見学する場合、見学が全行程中のわず

かであっても補助対象となるのか。 

 

Ａ１２ 全旅程を考慮しての判断となりますので、事前にお問い合わせください。 
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Ｑ１３ 宿泊学習の場合、宿泊費用は補助対象となるか。 

 

Ａ１３ 宿泊にかかる費用は補助対象になりませんが、バス借上代と有料道路通行料を合

わせた補助限度額の範囲内で支援します。 

 

Ｑ１４ 本校と分校があるが、それぞれ補助対象となるか。 

 

Ａ１４ それぞれ補助対象となります。  

 

Ｑ１５ 同学年の見学を複数日に分けて実施することにより、全クラスが同日で実施する

場合よりもバスの必要台数が多くなる場合は、複数日で実施する際に必要とするバ

ス代の補助が出るのか。 

例)５年生 … ３０人 × １０クラス ＝ ３００人の学校 

  ・同日の日程で見学を実施の場合 

→他クラス乗合によりバスの所要台数＝ ３００人 ÷ ４５席(バス定員) ≒ ７台 

・別々の日程で見学を実施の場合 

→５クラス１５０人を２日に分け実施＝１５０人 ÷ ４５席(バス定員) 

 ≒ ４台 × ２日 ＝ ８台 

 

Ａ１５ 補助対象となる１学年が、複数日に分かれて学習活動をすることが止むを得ない

と認められる場合には、複数日実施に必要なバス代を補助します。 

 

 

人数に関することについて 

 

Ｑ１６ 最大４０名乗りのバスに生徒が３８名、教員４名が分乗することでバスが２台必

要になった場合、２台分の補助が出るのか。 

 

Ａ１６ 質問の事例のようにバス１台の定員に乗り切れない場合は、２台分の補助を行い

ます。なお、引率者としての教員の人数については、実施要領２(１)のとおり校長が

必要と認める数となります。 

  

Ｑ１７ 生徒・教員合わせ１０名未満のため、ジャンボタクシーを使用するが、バス代補助

対象となるか。 

 

Ａ１７ バスを使用する場合と同様に補助対象となります。 
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Ｑ１８ 小学５・６年生が共同学習のため別々のバスでセンター見学を行う場合、バス代の

補助台数はどちらの学年が対象となるか。 

 

Ａ１８ 申請いただいた学年のバス台数を補助対象とします。例として、５年生のバス代に

ついて申請いただいた場合、６年生は補助対象となりません。 

 

Ｑ１９ 参加学年が小学４・５・６学年と３つの学年で１台のバスで来館する場合、補助対

象となるか。 

 

Ａ１９ 全学年や複数の学年が行う場合も、必要なバス台数が１台である場合は補助対象

となります。 

 

 

バスに関することについて 

 

Ｑ２０ バス会社すべてで利用可能か。 

 

Ａ２０ 可能です。ただし、「一般貸切旅客自動車運送事業を登録する事業所」以外のバス

等を利用する場合は、内容について確認させていただきますので、事前にお問い合わ

せください。 

 

 

申請・報告・請求について 

 

Ｑ２１ 複数の学校での合同見学を予定している。申請は可能か。 

 

Ａ２１ 他の市町村や違う学年と合同の場合を含め、可能です。 

申請いただく内容によっては、学校ごとに申請していただく場合もあります。 

 

Ｑ２２ 他の市町村の学校と合同で来館する場合、補助額の上限はどうなるか。 

 

Ａ２２ 補助額の上限は最も金額の高い市町村の補助額が適用となります。例として、福島

市内の学校(補助限度額：106,000 円)と伊達市内の学校(補助限度額：115,000 円)が合

同で来館する場合、補助限度額は伊達市の金額が適用となります。 

 

Ｑ２３ 他校と合同見学によるバスの乗合の場合、申請者名はどう記載すればよいか。 
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Ａ２３ 同一市町村内の場合は代表する一校の名義により申請してください。他市町村の

場合は、Ｑ２２と同様に、補助額の上限が最も高い市町村の学校が申請を行ってくだ

さい。 

 

Ｑ２４ Ｑ２３の場合、名義でない学校は年度内に再度同事業の利用が可能なのか。 

 

Ａ２４ 合同で実施する場合も、それぞれの学校の事業利用となりますので、再度の利用は

できません。 

 

Ｑ２５ 避難している学校の補助限度額は避難先と元の所在地のどちらか 

 

Ａ２５ 学校から環境創造センター交流棟への交通経路により補助額を算出しますので、

現在学校が所在する市町村の限度額が適用となります。 

 

Ｑ２６ 申請書等の提出はファクシミリや電子メールでもよいか。  

 

Ａ２６ 申請書、実績報告書、補助金交付請求書やそれに添付するバス会社の見積書や請求

書などが次の要件を満たしていれば、押印がない申請書等や見積書等でも電子メー

ルでの受付は可能です。 

ただし、ファクシミリでの申請は受け付けません。  

〇 申請書等には、所定の事項が正確（訂正箇所がない）に記載されており、必要な

添付書類が整備されていること。 

〇 見積書や請求書等には、見積者の記名、見積金額（消費税を含む。）、見積の内容、

見積年月日、見積先（学校名等）、見積者の住所（法人にあつては、所在地及び代

表者の氏名）、電話番号の記載があること。（請求書や領収書にあっては、見積を請

求又は領収と読み替える。） 

● メールアドレス ：kansou-kikaku@pref.fukushima.lg.jp 

件名（タイトル）：バス代補助（学校名） 

 

Ｑ２７ 福島県内の市町村が行っている助成事業と併用も可能か。  

 

Ａ２７ 併用可能ですが、対象事業を分けて管理してください(例：バス代について本事業

を利用し、宿泊費について市町村実施の事業を利用する等)。ただし、当該市町村で

行う補助制度が他の自治体の補助制度との併用が不可である場合は、どちらかを選

択してください。また、併用することが可能な場合は、本補助制度とそれ以外の助成

金または補助金との合計額が補助対象経費の総額を超えない範囲で補助することに
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なります。さらに、福島県が実施している他の助成金または補助金と併用して交付を

受けることはできません。  

 

Ｑ２８ 実績報告書(様式第３号)における「６ 交付決定額」と、実際に催行した事業費(バ

ス会社等が発行した請求書又は領収書の金額)が異なる場合、どのように記載すれば

よいか。 

 

Ａ２８ 実際に催行した事業費（請求額）が交付決定通知書で通知した交付決定額と異なっ

た場合、「６ 交付決定額」の項目に、当初の交付決定額を記載するとともに、その

横に括弧書きで実際の催行された事業費（請求額）を記載してください。（ただし、

事業費が補助限度額を超える場合は補助限度額を記載します。不明な場合はお問い

合わせください。） 

なお、実際に催行された事業費が交付決定額から２０％を超える増減がある場合

は補助金変更承認書(様式第２号)の提出が必要となります。 

 

Ｑ２９ 要綱第９条について、「補助確定額と規則第５条に規定する交付決定額が同額の場

合は、通知を省略するものとする。」に該当する場合、請求書はどのタイミングで提

出すればよいか。 

 

Ａ２９ 実績報告におけるバス会社等が発行した請求書又は領収書の金額が、交付決定通

知書に記載られた額と同額の場合は、実績報告書を送付する際、請求書を併せて送付

いただき差支えございません。 

 

Ｑ３０ 【実績報告書添付書類②について】請求書又は領収書にはバス代金に関する記載が

ないので、明細書（内訳書、精算書等）の写しを提出すればよいか。  

 

Ａ３０ バス代金に関する記載がなくとも、請求書又は領収書の写しは必ず添付し、請求書

又は領収書に対応する明細書（内訳書、精算書等）の写しを加えて提出してください。  

 

 

Ｑ３１ 【実績報告書添付書類②について】バス会社が発行する請求書又は領収書にはバス

会社の代表者名及び代表者印が必要か。  

 

Ａ３１ 見積書や請求書等に、見積者の記名、見積金額（消費税を含む。）、見積の内容、見

積年月日、見積先（学校名等）、見積者の住所（法人にあつては、所在地及び代表者

の氏名）、電話番号の記載があれば、代表者印が無くても支障ありません。 
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Ｑ３２ 要綱第１０条「会計帳簿等の整備等」について、どのような書類を保存しなければ

ならないのか。 

 

Ａ３２ 補助金の収入・支出に関する帳簿、請求書・領収書・振込書等の支払に関する証拠

書類、補助対象活動の収入・支出に関係する預金通帳等です。 

なお、これらの書類は、補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算

して５年間保存しておかなければなりません。 

 

Ｑ３３ 補助金交付請求書を提出すると、いつ入金するのか。 

 

Ａ３３ 適切な請求書を受け取った日から起算して３０日以内に補助金を口座に振り込み

ます。 

ただし、振込通知などは発送しません。 

 

Ｑ３４ 補助金をバス会社に直接入金することは可能か。 

 

Ａ３４ 補助金交付請求書の委任欄に所定事項を記載し、バス会社の預金通帳(写し)を添付

していただくことで可能です。 

 

義務教育学校・特別支援学校について 

 

Ｑ３５ 義務教育学校は前期課程と後期課程があるがそれぞれの課程ごとに補助対象とな

るか。また、特別支援学校は小学部、中学部及び高等部があるがそれぞれ部ごとに補

助対象となるか。 

 

Ａ３５ それぞれ１学年が補助対象となります。 

    例）義務教育学校（前期課程、後期課程） それぞれの課程で１学年ずつ 

      特別支援学校（小学部、中学部、高等部） それぞれの部で１学年ずつ 

 


